
1.公文書公開請求関係

 (1)これまでの公開請求等の状況

（単位：件）
５年度 ６年度 ７年度８年度９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

2 117 122 240 609 718 711 501 462 536

21 28 36 52 68 94 64 22 36 22 37 9 5 4 9

21 28 36 52 68 96 181 144 276 631 755 720 506 466 545

　注 １　  請求等とは愛媛県情報公開条例に基づく公開請求及び公開申出をいい、申請等とは愛媛県情報公開要綱に基づく公開　

          申請及び公開申出をいう。（請求等及び申請等を本報告書において「公開請求等」という。）

　　　２　　条例は、平成１１年１月１日から施行しており、平成１０年度の請求件数は１～３月までの件数である。

　　　３　　公開申出は、平成１９年４月１日から施行した。

（2）月別公開請求等件数
１８年度

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計 合計 件数（件） 割合（％）

請求等
（条例） 43 37 53 39 60 45 72 30 56 25 41 35 536 462 74 16.0

申請等
（要綱） 1 1 3 1 1 1 1 9 4 5 125.0

合計 44 37 53 39 61 45 75 30 57 26 42 36 545 466 79 17.0

（3）請求者別の公開請求等件数

全体の約60％を占めます。
　また、個人、団体の別では、個人が約42％、団体が約58％を占めます。
　

平成19年度　情報公開制度の運用状況報告書

区分
請求等
（条例）

申請等
（要綱）

計

県内事業所に勤務する者

１９年度 増減

計

312 3 315
合　　　計 536 9 545

請求者の区分 請求等（条例） 申請等（要綱）

45
2

47 3
177 3 180

90 3

144

50
0
2

171

0
78 78

県内に事業所を有する団体

個人　計

168
県内に住所を有する団体

48
230
144

3

3
6224

（単位：件）

　平成19年度においては、545件の公開請求等がありました。

（単位：件）

　「県内に住所を有する者」から180件、「県内に住所を有する団体」から

する者」から2件、上記以外のもの（公開申出）から126件の公開請求等
144件、「県内に事業所を有する団体」から93件、「その他利害関係を有

があり、「県内に住所を有する者・団体」からの公開請求等件数の割合が
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（4）実施機関別・部局別公開請求等件数

（5）公開請求等件数の多い公文書（上位5項目）

件数 件数

1 169 65

2 94 34

3 52 32

4 40 24

5 12 23

（6）処理状況

（単位： 件）

全部公開 部分公開 非公開 不存在 不特定 存否応答拒否 取下げ

306 163 4 24 1 2 36

4 4 1

310 167 4 24 1 2 37

360

公安委員会・警察本部長が38件、議会が5件、人事委員会が4件、監査委員が2件となっています。
　また、知事に対する公開請求等について部局別にみると、最も多いのが土木部の197件、続いて保健
福祉部の70件、総務部の49件となっています。

　公開請求等の状況を実施機関別にみると、知事が368件、教育委員会及び選挙管理委員会が各64件、
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　公開請求等に対する処理状況は、全部公開が310件、部分公開が167件、非公開が4件､不存在が24件、不特定
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が1件、存否応答拒否が2件、取下げのあったものが37件となっています。
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（7）非公開決定等の理由別内訳
○請求等に対する非公開及び部分公開の理由別内訳 ○申請等に対する非公開及び部分公開の理由別内訳
　（条例第7条第2項各号） 　(要綱第6条各号）

19年度 18年度 19年度 18年度
1号 146 105 1号 4
2号 109 52 2号 1 1
3号 1 3号
4号 4 8 4号
5号 1 5号
6号 22 18 6号 1

281 185 7号
8号
9号
10号 1

6 2

2.不服申立て関係
平成１９年度においてなされた不服申立て（要綱に基づく不服申出を含む。）は次のとおりとなっています。

○不服申立ての件数及び処理の状況

却下 棄却  一部
容認 認容

1 1

3.情報提供の状況
（1）行政資料の利用状況

年度 月 複写
人数(人) 冊数（冊） 枚数(複写)

4月 4 11 323
5月 2 7 502
6月 1 1 320
7月 3 4 159
8月 3 10 29

19 9月 3 5 584
年 10月 3 3 99
度 11月 2 12 34

12月 3 9 124
1月 3 7 434
2月 2 3 205
3月 2 2 173
合計 31 74 2,986

18 年度合計 46 125 4,015

（2）行政資料の保有状況

○発行機関別保有状況 ○分野別保有状況
冊数 冊数 ○分野別保有状況
7,404 347
406 1,012

2,603 1,716
7,821 6,226
778 673

7,043 955
666 3,528
458 1,865
73 678

131 1,661
4 239

18,900 18,900
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事業関連情報
法令秘情報
機関委任事務情報
公共の安全・秩序維持情報
国等信頼関係情報

と部分公開決定との合計と一致しない。

適用したものがあるため、件数の合計は、非公開決定
と部分公開決定との合計と一致しない。

合　　計

（単位：件）
区分

個人情報

　平成19年度においては、貸出が31人・74冊、複写枚数では2,986複写の利用がありました。
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事務又は事業に関する情報
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れた資料や冊子等、総計18,900冊の行政資料を備え付けて、情報提供に努めています。
　行政資料室では、県が作成した資料をはじめ、国、他の都道府県、県下市町（村）、各種団体等で作成さ

　情報公開制度の実施に伴い、県民活動推進課に行政資料室を併設しており、各種の統計書や報告書等
の行政資料を備え、一般の閲覧に供しているほか、貸出及び複写も行っています。
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